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全国の支援法人の指定状況（令和８年１月３１日時点）

計１０３市区町村、のべ１７９団体

＜大阪府内の支援法人の指定状況＞

市町村名 団体名 指定日 指定期間

堺市
（一社）大阪府不動産コンサルティング協会
（一社）さかい空き家バンク

令和７年４月１日
令和１０年３月３１日

（３年間）

柏原市
（NPO）大阪空き家相談センター
（一社）既存住宅・空家プロデュース協会
（株）クラッソーネ

令和７年７月１日
令和９年６月３０日

（２年間）

池田市
※新規

（NPO）大阪空き家相談センター
（一社）地方創生パートナース
（株）クラッソーネ

令和８年１月１３日
令和１３年１月１２日

（５年間）NEW
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支援法人に求める
主な業務内容案

指定の基準案

① 複数サービス等の一括提供
② 本市及び他自治体と連携した空家等対策の推進

・大阪府内に主たる事務所又は従たる事務所を有すること。

・申請者が、空家等の管理若しくは活用を図る活動を行うことを目的とする特定非営
利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人、

又は一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人若しくは公益財団法人であること。

・少なくとも宅地建物取引士、弁護士、司法書士及び建築士の資格を有する者が所属
する法人であること。

支援法人の指定の方針案（令和７年度第２回門真市空家等対策協議会より）

・協議会を踏まえて、条件を仮作成

・堺市などに対して承認までの手順をヒアリング

・大阪住まい活性化フォーラムでの事業説明会に参加

今後の予定
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令和７年度第２回空家等管理活用支援法人等に係るマッチング事業

１．支援法人候補団体による事業説明会

令和７（２０２５）年１１月１８日（火）
２０日（木）

⇒計８団体

3

２．支援法人候補団体による個別相談会

令和８（２０２６）年 １月２３日（金）
３０日（金）

⇒事業説明会参加団体のうち、
指定要件に適合する２団体を選定

※大阪住まい活性化フォーラム（事務局：大阪府）主催
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１．支援法人候補団体における事業説明会

１．（一社）大阪府相続支援協会

２．（ＮＰО）信頼できる工務店選び相談所・求められる工務店会

３．（株）クラッソーネ 【全９市：池田市、柏原市、相模原市、長崎市ほか】

４．（一社）地方創生パートナーズ 【全１市：池田市】

５．（ＮＰО）空き家相談センター

６．（ＮＰО）大阪空き家相談センター 【全２市：池田市：柏原市】

７．（一社）既存住宅・空家プロディース協会 【全１市：柏原市】

８．（一社）大阪府不動産コンサルティング協会 【全１市：堺市】

4

※説明会順

※【】は支援法人指定市町村

参加団体：計８団体
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【 実施できる業務内容例 】

① 空き家発生前の予防

・相続を予定している方向けセミナー、個別相談会の開催

② 管理不全空家等・特定空家等の予防

・空き家の見回りサービス

③ 空き家の活用・除却に関する相談対応

・相続・売却・活用等に関するワンストップ相談窓口の設置

・府外在住者、相談困難者に対応したオンライン相談窓口の設置

④ 空き家の実態把握調査・データベース作成

・空家等の状態確認、自治体が保有する空き家情報の更新業務

⑤ 空家所有者等への働きかけ

・空き家所有者向けセミナー・個別相談会の開催

・所有者と活用希望者とのマッチング

⑥ 管理不全空家等・特定空家等所有者への働きかけ

・空き家所有者への働きかけ、除却の推進

１．支援法人候補団体における事業説明会
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・不動産業者

・宅建業者

・建設業者（解体・建築）

・介護事業者

・遺品整理業者

・保険業者

・古材販売業

・弁護士

・司法書士

・行政書士

・税理士

・公認会計士

・建築士

・宅地建物取引士

・不動産鑑定士

・土地家屋調査士

・マンション管理士

・賃貸不動産経営管理士

・遺品整理士

・相続対策専門士

・ファイナンシャルプランナー

・既存建物状況調査技術者

・耐震診断技術者

・生前整理アドバイザー

・福祉住環境コーディネーター

・居住支援法人

等

１．支援法人候補団体における事業説明会

【 団体の構成員 】
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● 空き家所有者の費用負担

⇒相談、助言、業者・専門家紹介までは無料

調査・企画提案や事業化など専門業務が発生する場合は有料

● 市区町村の費用負担

⇒相談窓口の設置は無料

一部の業務については有料の場合もある。

（空き家の見回り、セミナー講師派遣、パンフレット・書籍の発行等）

● 各団体で強み（特長）にしている業務・サービスがある。

（例）相続手続き、耐震改修、解体費用シミュレーター、所有者不明空き家

手続き、地域住民等の空き家に対する意識醸成、居住支援活動、ワン

ストップ相談窓口

● 支援法人でなくても、連携協定等で業務は実施可能。

１．支援法人候補団体における事業説明会

【 その他 】
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①（一社）大阪府不動産コンサルティング協会

・複数サービスを一括提供できる相談窓口は、無料で設置が可能。他自治体でも同様に実施。

・基本的には相談窓口や通報への対応。通報が隣家などの場合は、行政の力に頼るのではなく、自身

でできる内容（所有者調査や隣家から越境している枝葉伐採の手続きなど）や隣地空き家取得など

の案内もしている。

・相談会やセミナーについては無料で実施が可能。納税通知書にセミナーの案内を同封するなどして、

地方在住の所有者を対象とした遠隔地での実施も可能。

・宅建協会及び全日協会との協定に基づくマッチング制度との住み分けについては、宅建協会・全日

協会との協議・調整をする場が必要。

２．支援法人候補団体による個別相談会（聞き取り内容）
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②（ＮＰО）空き家相談センター

・複数サービスを一括提供できる相談窓口は、無料で設置が可能。他自治体では、委託として月１回

相談窓口ブースを設置している。役所窓口に常設（１名常勤）している事例もあり。

・宅建協会及び全日協会との協定に基づくマッチング制度との住み分けは可能と考える。他自治体で

は、定期的に市・協会・空き家相談センターが協議する場を設けており、士業の段階になった場合

は必要に応じてどこが請け負うか相談している。

・支援法人と連携協定で特に業務内容に差は生じないが、支援法人に指定された実績はない。

・門真市内で空き家活用に取り組んだ実績あり。

２．支援法人候補団体による個別相談会（聞き取り内容）



報告：空家等管理活用支援法人指定検討に係る状況報告・他自治体における空き家対策の取組み事例について

空家等管理活用支援法人指定検討に係る状況報告

10

②（ＮＰО）空き家相談センター

活用事例：「かどっこ広場」（防災拠点型コミュニティスペース）※令和７年１０月完成

所在地 ：門真市岸和田３丁目２８番２４号

【改修前】 【改修後】
※連棟長屋のうち２棟
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「かどっこ広場」（防災拠点型コミュニティスペース）

＜改修前＞
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「かどっこ広場」（防災拠点型コミュニティスペース）

コミュニティスペース（１階） 耐震シェルタースペース（１階）

テナントスペース
（２階）

サウナ

エステ

＜改修後＞
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毎週水曜日１５時～１７時
宿題カフェによる小学生への学習支援

シニア世代向けスマホ講座

様々なイベントを実施することにより
コミュニティの場を創出

「かどっこ広場」（防災拠点型コミュニティスペース）
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【 ＴОＫＩМО合同会社ご担当者様からの聞き取り内容 】 ※ＴОＫＩМО合同会社は、（ＮＰО）空き家相談センター
に所属し、かどっこ広場を運営している会社

● 活用のきっかけ

市内全域の空き家と思われる物件にチラシを投函

⇒所有者から連絡があり本活用事業に繋がる。

● 活用の方向性

鉄道駅から離れている（京阪萱島駅、ＪＲ野崎駅からそれぞれ徒歩30分以上）ため、住宅としての活用

は難しいと判断。

⇒コミュニティ機能や防災機能を備えた施設として活用

● 今後の意向

駅から離れている当該地で本活用事業が成功すれば、本件をモデルケースとして門真市内だけではなく

各地でも展開していきたい。

活用事例を増やせば、（ＮＰО）空き家相談センターを通じての活用相談も増えてくると考えている。

「かどっこ広場」（防災拠点型コミュニティスペース）
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【 寝屋川市 】

空き家流通促進税制度名称

対象区域 市全域

【 京都市 】

非居住住宅利活用促進税

市街化区域内

開始時期 令和11（2029）年度以降 令和12（2030）年度予定

税率 土地・家屋の固定資産税に対し30～50％
家屋：固定資産評価額×0.7％
土地：㎡あたり固定資産評価額×延床面積×0.15～0.6％
※固定資産税額（土地＋家屋）の半額程度が多い見込み

免税点 －
家屋の固定資産評価額が

20万円（導入当初5年間は100万円）未満

対象住宅
一定期間の居住実態がない住宅

※賃貸や売却に出している物件は対象外

居住者がいない住宅
※住民票などの情報のほか、「書面による確認」や
「現地調査」によって判定

出典：総務省資料、京都市HP、朝日新聞

空き家税の導入 ＜寝屋川市・京都市＞



16

報告：空家等管理活用支援法人指定検討に係る状況報告・他自治体における空き家対策の取組み事例について

他自治体における空き家対策の取組み事例について

空家利活用改修補助制度【地域まちづくり型】 ＜大阪市＞

・子ども食堂や高齢者サロンといった地域まちづくりに資する改修工事を行い空家を利活用するもの

※改修後の用途：地域まちづくりに資する用途（地域に開かれた居場所等）

補助要件

・市内の戸建て又は長屋建て
・賃貸用又は売却用として流通していない
・3か月以上空家である
・一定の耐震性能を有すること
・利活用事例として、大阪市が情報発信することに了承できること 等

補助内容
地域まちづくりに資する改修工事：補助率1/2（300万円を限度）
その他、耐震診断・耐震改修工事など

申請者 非営利団体（NPO法人、社会福祉法人、公益法人等）等

出典：大阪市HP
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空き家の福祉機能への用途転用「きたつランド」＜大阪市生野区＞

・ＫＩＳＡ２隊（コロナ自宅療養者支援を行う団体）が、団体の活動拠点・こどもたちの居場所を開設

・こどもの学習支援や、学校では学べない学びの提供などを実施

・大阪市の「空き家利活用改修補助制度【地域まちづくり活用型】」を活用

出典：大阪市資料
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【建築物の概要】
所在地：守口市滝井西町一丁目地内
用 途：店舗・居宅
床面積：２１．４８㎡
構 造：木造瓦葺２階建（連棟長屋の一部）

上部（２階部分）は
所有者自身で撤去

外壁が著しく剥落し、はりの腐朽、破損により建築物崩壊のおそれ

特定空家等であると認められる建築物について、空家法第２２条第９項の規定に基づく行政代執行による解
体工事に着手する旨の報道提供。（令和８年２月１８日付け）

行政代執行 ＜守口市＞
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【経緯】

令和６年 １月 特定空家等に認定

１月～８月 法第２２条第１項に基づく指導

令和７年 ８月 法第２２条第２項に基づく勧告

１１月 法第２２条第４項に基づく命令に係る事前通知

１２月 法第２２条第３項に基づく命令

法第２２条第１３項及び１４項に基づく標識設置及び公示

令和８年 １月 法第２２条第９項に基づく行政代執行法第３条第１項による戒告

２月 法第２２条第９項に基づく行政代執行法第３条第２項による代執行令書

【行政代執行による解体工事予定日】

令和８年３月４日（水）・９日（月）・１０日（火）・１１日（水）

空家等所有者から令和８年３月３日付けで「執行停止申立書」が提出されたため、

一時的に執行を延期（※改善がみられない場合は、後日日時調整の上、行政代執行を実施）

行政代執行 ＜守口市＞
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